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第2回衛生工学シンポジウム
1994.11北海道大学学術交流会館

都市スケールにおける

二酸化炭素排出量の推定方法
谷口寧幸(大成建設株式会社 開発本部計翻部)

伊藤武英( 向上 ) 

有浦幸隆( 同上 ) 

1.はじめに

近年、地球環境問題が重視されてきており、 1992年6月ブラジルで開催された国連環境開発会議では

環境と開発の両立を臨るため[持続可能な開発(SustainableDevelopment)Jについて合意された。その対

応をすべく、政府は1993年11月に環境基本法を成立させ、建設省は1994年 1月に環境政策大綱を発表

し、また、向日に温暖化防止条約埼効した。このような状況の下、都市づくりにおいても地球環境

へ及ぼす影響を事前に持続可能性の視点から把握することは重要なものになっている。

筆者らは都市づくちの新たな概念を、①都市域内でその構成要素の調和・充実を図ること、②都市域

外に対してエネルギ、一・物質代謝に関する負荷を軽減することの2つの視点から言判通する手法を検討し

た。J)2) 3)これらを通して都市のライフサイクルを視点に入れて長期的かっ都市スケーJレで排出され

る二酸化炭素(C02)を計商段階で簡便にとらえることの重要性を認識した。建築・都市をライフサイク

ルで検討することについては既に提唱4)され、その手法として産業連関表を用いた研究が発表されてい

る。 5)6)本報では都市の適切なエネルギー・物質代謝システムの検討を仔うことにより地球環境問題

の中でも大きな比率を占める温暖イ依す策に寄与することを自的として、そこにおけるCOz発生袈臨を整

理し、都市の建設・運用・修繕改修・解体等に関するCOz排出原単位を既帯文献等から収集した。これ

らをもとに計画段階での都市のライフサイクlレCOz排出量の推定の方法を検討した。

2.都市におけるCOz発生・器定構造の整理
(1) 都市におけるCOz発生・固定要国

地域・都市におけるCOz発生と罰定のメカニズムは大きく 3分類できる。

①自然のCOzサイクル

動植物による呼吸と植物による光

合成等

②エネルギー消費によるCOz発生

i)化石燃料の燃焼

ii)化石燃料以外のエネルギー

③コンクリート構漉物等による

直接的COz発生・間定

( Ca(OH)z+COz→CaC03+HzO) 

之れら①~③のうち、②エネル

ギー消費によるCOz発生が大気中の

COzを主に増加させ、地球温i暖化に

影響していると考えられる。

(図-1参照)
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①自然のC02サイクル

産業革命以前の約 1万年掲の大気中のC02濃度は275ppm前後であり 7)、 f人、動物、植物から
のC02発生最jと「極物によるC02臨定義(光合成)J はバランスがとれていた。また、光合成の
速度は大気中のC白濃度の増加により促進 (Cα施肥効果)され7)、人、動物、植物等の個体の寿

命は有限である。厳密な生物種・生態系を含めたca発生・罰定量の把握はミッシングリングと呼
ばれる部分があるなど未解明の部分も多いため、ここでは深く掘り下げず、人間が増加しでも直接

的な呼吸によりC臼のバランスは崩れないと考える。また、都市内の緑地は都市気象(ヒートアイ

ランド現象)の緩和による冷房エネルギー使用量的滅にのみ着目することとする。

②エネルギ…消費によるC02発生(化石燃料)

地中に固定されていた炭素を含む化石燃料(石油、石炭、 LNG等)をエネルギー源として燃焼す

る際にC02を大気中へ放出する。しかし、化石燃料の生成には超長期の期間を必要とするが、短期

的にC02を国定するメカニズムはなく、不可逆的な反応であるため、 C02の一方的な増大につなが

る。

過去のトレンドより、産業革命以捧の化活燃料使舟震の増大に伴うC02発生震の急増が問題とさ

れている。エネルギー消費構造などは、地域・都市環境計画の中で対応可能な部分であるため、今

回の検討対象とする。

①コンクリートの生産と表部への吸着

地中で回定されていた石灰石中のC02が、コンクリート生産時に、大気中へ放出される。

CaC03+H20→Ca(OH)2+C02 

一方、コンクリート表面はその後中性化反応により大気中のC02を吸着する。

Ca(OH)2+C02→CaC03+H20 

しかし、 C02を吸着するコンクリート表面は生産鷺の一部であるためC02の発生量が固定量を上

回り、 C02増加の原因となっている。また、コンクリートは現代の地域・都市を形成する材料の中

でもよじ率が大きく、発生・固定要因にも特徴があり、材料選択により計画的に対応可能な薗もある

ため今回の検討対象とする。

(2) 地域・都市活動に関するC02発生・国定構造

一一松
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地球・都市活動の葡から、 C02発生・固定については、①地域・都市内部で直接発生するC02と、②

地域・都市外部で間接的に発生・固定するC02の2つに分けられる。(間一2参照)

地域・都市内部における発生・罰定については、植物による菌定，地域・都市内部での化石燃草ヰ使用

によるエネルギー消費活動，ゴミ焼却，コンクリート表面への吸着等が挙げられる。

地域・都市外部でのC02発生については、地域・都市への電力供給(発電)に捺しての発電所での

C02発生、消費材や食料等の製造に捺してのエネルギー消費に伴うC02の発生等が考えられる。

地域・都市計画で対応可能な対象は、地域・都市内部で、発生するC02と地域・都市外部でのエネlレ

ギ一生産に伴うC02及び、建設材料生産に伴うC02の3つが考えられる。後者の2つは、地域・都市外

部のものであり、それぞれのエネルギー消費構造等による部分が大きく、 C02発生霊を藍接的にコント

ロールできるわけではないが、地域・都市の土地利用計画やエネルギー・物質循環構造に密接に関係す

るため今自の検討対象とする。なお、自然サイクルについては、地域・都市計麗で削減可能とはいえな

いが、数量の把握のための参考値として扱う。

3. C02発生・固定に関する原単位等の収集・整理

(1) 原単位の定義

地域・都市計画の初期段階において利用可能な原

単位を既存文献から奴集整理した。その、土地利用

計麗、施設計酪に直接に反映が可能なように、単位

面積当り、単位人口当りを基本として、地域・都市

活動のすべてを捉えることをめざした。

(2) 建設設時

建設段階のC02排出震に関しては、産業連関表用

いて、建設活動において消費される素材量、消費エ

ネルギー霊等を関接的消費も合めて算出する方法が

報告されている。 4)-10)ここでは、計画段階で扱い

やすい建築構造別および、土木工種到の嵐単位を示

す。(関 3、表… 1、表-2参照)

建築については、両

者ともに昭和60年建設

部門分析用産業連鰐表

を舟いて算定してお

り、その差異は10%程

度で、いわばマクロな

分析である点を考える

と向等と判断できる。

土木については、障

者ともに昭和60年建設

部門分析用産業連関表

を用いているが、その

差異は最大で約 6倍と

関-3 建設関連のC02発生のメカニズム

表-1 建築単位床面積当たりの

二酸化炭素排出量 (C換算)

炭素排出量(匂/ば)

構造 。土)日本建築学会 須問

4)による 8)による

建築何殉) 114 

木造 79 93.3 

SRC:i査 167 177.0 

RC造 158 160.6 

S 造 104 99.3 

なっている。その差異

の原因はC02排出量を算定の前段階のエネルギー消費量のうち土木

工事分をみると、岡本の12.16x 10lOMazeに対して片脇は30.97x 

10toMazeと多く、また、土木工程の分類を、前者は16音/5/IIJに対して
後者は31部門に分けているなどが考えられる。今後、原単位のl吟味

が必要である。
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表-2土木工程別単佼工授当たりの

二酸化炭素排出量 (C換算)

炭素排出量 (ton/l∞万円)

ュ;穂 関本他 片脇他
9)による 10)による

鉄道 7.40 1.87 

電力 4.80 1.32 

電イ雲 2.88 1.21 

上ヱ水道 4.30 1.70 

土地造成 3.89 1.62 

?白 7.K 7.24 1.22-1.69 

下水道 6.24 1.49 

道路 5.68 1.40-2.20 

階的 3.92 1.53 

他公共 4.71 一

農業:/'.木 6.16 1.52 

その他 5.58 1.36 



(3) 運用段階
表-3 運用段階の二酸化炭素排出量 (C換算)

運用段措のC02排出量に関して報告されてい

る原単位11ト 12).14)と、加工して作成した原単

位を示す。(表-3参照)住宅の年間エネル

ギー負荷を電力 4Gcd/戸・年、ガス lOGa11/
戸・年とすると住宅からのC02排出量は約1.5

tl戸・年となる。住戸密度を仮に40戸/haとす

ると、住宅のエネルギー起因によるC02排出震

は60t/ha ・年となる。したがって、植物によ

る吸収はせいぜい 9t /ha .年と少なく、都市

部における植物の効果は小さいと判断でき

る。

河様に、 ha当たり 100人の人口密度とする

と、人間の呼吸によるC02排出量の36.5t /ha . 

年に対して植物の吸収叢は9t /ha .年と少な
u、。
冷暖房・給湯・照明等のエネルギー消費に

よるC02排出量は、電気使用はガス使用の約2

倍のC02を排出する。このことより、エネル

ギー供給/システムのベストミックスにより

C02排出負荷が軽減されることが期待される。

地域・都市活動に{半い下水処理、ごみ焼

却、移動手段としての自動車等によるC02排

出、及び、コンクリートの中性化によるC02吸

収が考えられ、これらを網羅する必要があ

る。

手蔓 iJlJ 炭素排出量 備 考命

高木・低木 ム4.1~5.5 11)による

t /ha年 ムは吸収を示す

植物 草地 ム6.0t/ha年

スギ林 ム7.1t /ha年

プナ林 ム9.0t /ha年

人 関 ;365kg/人年

ゆ腸
ガス 58kg/G田i

0:642kg/ rrl 
給湯・
電気 129kg/Gcal 

0.111 kg/kwh 

照明等 12)による

流入水

TOC52~56r噌/1

下水処理 45 g / rrl 流出水
TOC7":":"10時/1

13)から算定

ごみ全器 (S63) 0.23 t / t -::1'ミ 14) C換算

焼却東京 (H1 ) 0.26 t / t -::1、、ミ

ガソリン車 76.8 g /km 
10モード 15)を

自動車 (2000cc) 
C換算距離あたり

電気自動車 61.7 g /km 
の電力消費量

16)から換算

コンクリート 4.7 g /m2~1~ 
17)から中性化進

表面への吸着
行速度を 2cm/50 

年と設定し、算定

(4) 修繕・改修段階

修繕・改修工事に関係するC02排出量に鴎

して報告されている原単位18)川20)21)を示す。

(表-4参照)これらは、修繕・改修工事費の建設費との金額比であり、使用材料や工種に差があるこ
とから、より実態、に却した値が望まれる。

(5) 解体段階

解体工事に関係するC02排出量に関して報告されている原単位18)川辺)を示す。(表-5参照)

表-4 修繕・改修段階の
二酸化炭素排出量 (C換算) 表-5 解体段階の二酸化炭素排出量 (C換算)

種 5JIJ l炭素排出量 } 告白 考 種目リ 炭素排出量 備考

-躯体 建設時の 1%/年 18)による
オフィス

建設持の20% 18)十による

+外装 建設時の2%/年 金額比 改修工事の20% を腐葉処分 i 金額比
修繕
-内装l 19)による 改修工事の20% 18)による
十設備 建設時の0.9%/年 金額比 住宅 脱水材として木材 45kg〆m2

内装十設備分の100% 18)による Rcili 11 kg〆ば

を20年間で吏新 金額比 事務所 26kg/m
2 

19)による

攻 イ多
建設時の20%

20)による SRC悲 36.5kg/ば 22)による
資源i託比

建設l待の66% 21 )による

円

Lqd
 

q
d
 



(6)更新期間

ある年に建てられた非木造事務所

ピルの更新期間の調査23)によると、

50 %が更新を迎える時期ついて

フィールドデータを正規分布に当て

はめた代表値は、 「鉄骨造建築で平

均23年--'-30年。鉄筋コンクリート造

の建物で平均37年~41年j となる。

(国-4参照)

100 
(%) 

50 

一一一一ー一一 RC滋フィールドデ-'7

一------疋規分布に当てはめたもの

一一一一一一S途フィールドデータ
一・ー・ー….iE'克分布に当てはめたもの

O 
n 

100(年}

額一4 非木造事務所ピルの寿命実態

4.都市スケーlレにおける二酸化炭素排出量の推定方法

都市環境計蘭の計額段轄で想定可能な計額人口，土地利用面-積，延床面積等を設定し、 C02発生抑制

に関連する環境技術を想定する。この際、人口密度、負荷密度等の都市計画的内容により導入される環

境技締は制約される。これらを表-1-'-表一 2に示したC02排出量原単位を組入れてモデル化するこ

とにより、土地利用計画や導入環境技術による概略のC02排出量が簡便に推定可能になると考えられ

る。(図-5参照)

都市・地域が長期的に地球環境に及ぼす負荷を比較、評価iし、より負荷の少ない代替案を計画する
ことが可能になると考えられる。
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コンクリート表関への吸着:締追加延床筒抜Xセメント使用lil:x中性化割合xC02吸活窓際単位

関ーら 都市スケーlレにおける二酸化炭素排出量推計フロー

5.おわりに
本報では都市スケールにおけるライフサイクルC02排lJj設のf1ii釦な推定の考え;jを示し、そのために

必要な原単位等を~:SU長したが、まだ、不十分な閣がある。原単位については産業辿関去のみによる方式

よりも個別の積み上げ方式によるものの方が、具体的な計臨に反映させやすいと考えられる。今後、原

単位等の精度の調整と、都市計画への適用を行いモデルの具体的な検討を試みたい。今回の検討に際

し、御助言いただ、いた東京大学先端科学技締研究センタ一 花木啓祐教授に謝訟を去します。
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尚、本稿は土木学会第22詔環境システム研究論文発表会「都市スケールにおける二酸化炭素排出量の

推定方法J24)に加筆・修正したものである。
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